
 

 

 

 

研究の目的 

防災情報共有 Web サイト「つながる防災」は、三河湾を埋

め立てて造成された企業団地間の防災の取組格差を、お互いの

防災活動情報を共有することで解消する意図で設置した情報

交流の場である。 

本研究では、この防災情報共有 Web サイト「つながる防災」

（http://carm.tut.ac.jp/bousai_archives/）をより広い範囲で活

用することで、地域防災力の向上につなげるとともに、Web サ

イトを通じた防災コミュニティ形成の在り方を探ることを目

的とする。 

研究の課題 

本研究では、以下 1）～5）の実証的な取り組みを通じて Web

サイトを通じた防災コミュニティ形成の在り方を探る（図 1）。 

1) 学校や地域の防災啓蒙・知識の普及に役立つ講義・教材等

を Web サイトで公開し、大学の知の普及を図る 

2) 東三河地域に住む外国人の防災ニーズを把握し、必要な情

報を提供する外国語 Web サイトを構築する 

3) Web サイトを通じた様々な防災情報の発信、防災イベント

等を企画する 

4) 大学・企業・自治体・市民をつないだ防災ネットワークを

構築する 

5) Web サイトを通じた防災コミュニティ形成の在り方を探る 

  図 1 Web サイトを通じたコミュニティ形成のイメージ 

 

Web サイトの仕様 

Web サイト「つながる防災」は、WordPress を利用したブロ

グ（記事投稿）形式で、管理者が記事投稿の権限を付与するこ

とで、複数のユーザーがサイトの運営に参加可能である。 

 

 

 

 

 

課題別の成果 

以降では、本研究で設定した課題別の成果を述べる。 

1) 学校や地域の防災啓蒙・知識の普及に役立つ講義・教材等

を Web サイトで公開し、大学の知の普及を図る 

東三河地域で生活する日本人のみならず、外国人の防災啓蒙

と地域の普及にも役に立つよう、多言語翻訳化した防災教育用

テキストを作成し、Web サイト「つながる防災」上に設置した

「つながる教材」での公開をスタートした。また、視覚聴覚で

学ぶ教材として、本学が主体的に実施する「東三河防災カレッ

ジ」の講義動画や防災シンポジウムの講演動画の公開もスター

トした（図 2）。 

図 2 Web サイト上に設置した「つながる教材」 

 

Web サイト「つながる防災」を通じた防災コミュニティ形成 
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2) 東三河地域に住む外国人の防災ニーズを把握し、必要な情

報を提供する外国語 Web サイトを構築する 

過去の災害発生時には、災害に対する理解や正しい知識がな

いために、冷静な対応をとることができない外国人が多くみら

れたことから、外国人向けの防災に関する情報提供や教育はこ

の東三河地域においても重要な課題となっている。本研究では、

Web サイト「つながる防災」を、外国人を対象とした防災対策

に活用することも視野に入れた基礎的な調査を行った。 

その結果、近年の SNS の普及にともない、平時災害時問わ

ず SNS は外国人への情報提供上重要なツールであることを確

認した。一方、外国人の防災意識啓発・教育という点では、全

国各地でさまざまなツール開発を行っているものの未だ適切

な情報提供ツールがないことを確認した（表 1）。 

 この東三河地域の外国人を雇用している企業では、言語対

応が困難であるという理由などから、必ずしも日本人と同様の

防災教育を行えていない現状があり、防災教育の場の提供が必

要であることを把握した。そして以上の点を踏まえ、多言語翻

訳した教材の作成・公開や Web サイトの SNS 対応等を行った。 

3) Web サイトを通じた様々な防災情報の発信、防災イベント

等を企画する 

防災に関わる人材の育成を行う「東三河防災カレッジ」の

他、防災シンポジウムや研究調査報告会など、防災意識啓発、

知の普及活動を行った。また、課題 2）との関連から、東三河 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の外国人市民も対象とした防災教育の場の提供も行った。

その際、外国人市民の地域での暮らし方がリーマン・ショック

前後に大きく変化し、これに対応した外国人防災のあり方を検

討する必要があることを確認すると同時に、災害への危機意識

をもった外国人市民が増加しており、災害弱者としてではなく

災害時に他の外国人市民を支え得る高い防災意識をもった頼

もしい外国人の存在も把握した（写真１）。 

写真１ 日本人と一緒に防災講習を受ける外国人の様子 

 

4) 大学・企業・自治体・市民をつないだ防災ネットワークを

構築する 

上記に関連し、外国人の生活支援や防災対応を行う行政担当

課、国際交流団体、学校教育施設運営者等と新たにネットワー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 外国人の暮らしと防災に関するヒアリングの結果（抜粋） 



クを構築した。これにより、災害弱者とみなされがちな外国人

を含んだ市民の自助・共助の力を促進する機会が増え、そのた

めの情報提供等のツール開発が大きく前進した。 

5) Web サイトを通じた防災コミュニティ形成の在り方を探る 

Web サイト「つながる防災」では、「情報提供、情報発信支

援」を通じて取組格差や情報格差の解消に寄与する目的と、本

学の「自主企画」の防災イベントを通じて防災意識啓発、ネッ

トワーク構築等に寄与する目的で情報発信を行った（写真 2）。

その結果、情報を単に集約する場としてだけなく、防災啓発、

知の普及を図る活動と連動した利用の場とすることで、よりよ

いコミュニティ形成につながることが確認できた（図 3）。 

 

 

 

Web サイトを通じた防災コミュニティ形成の可能性 

 以上の成果から、今回の Web サイト「つながる防災」のよ

うな Web サイトを利用して情報の集約・発信を行う場合、さ

まざまな場所で公開されている情報をひろい集め、それらをみ

んなで広く共有できるようにするやり方は、一見「情報のひろ

ば」のようなものとして、ネットワークづくりに寄与するかの

ようにみえるが、実際のコミュニティ形成とは全く異なるもの

であることが実証的な取り組みから把握された。 

Web サイトによる情報の集約・発信は、情報を右から左に流す

のではなく、あくまで一次情報を中心に取り扱う場であるとい

う認識のもとで運用しなければ、ツールは十分に機能しないだ

ろう。そして一次情報を中心に発信していくためには、一次情

報を生む実際の地域コミュニティを相手にした防災活動を絶

やさず行うことが重要である。それを持続的に行っていくこと

によって、それまでに見なかった多様なアクターと結びつき、

新たな活動が生成され、災害を克服しうる重層的なコミュニテ

ィが形成されていくのだ。Web サイトを通じた防災コミュニテ

ィ形成の可能性はそこにあるといってよいだろう。 

（以上） 

 

図 3  Web サイト「つながる防災」の記事の内容と閲覧数との関係 

実際のコミュニティを相手にした防災活動を絶やさず行うことが重要 

写真２ 自主企画の防災の意識啓発と知の普及活動 


